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はじめに 

 

 

市の財政状況については、市の条例や国の公表制度などに基づき公表しておりますが、

主要な財政情報を網羅的にまとめ、市民の皆さまに財政状況を分かりやすくお伝えするた

め、今般、「四條畷市財政白書（令和５年度決算版）」を作成しました。 

本編では、令和５年度の決算状況について、歳入・歳出の概要をはじめ、主要な財政指

標の状況などを図表や用語の解説を織り交ぜながら解説するとともに、本市の相対的な位

置をわかりやすくお知らせするために北河内６市などとの比較も行っています。併せて、

同年度における「統一的な基準による財務書類」も掲載しています。 

また、資料編では、平成１６年度から令和５年度までの過去２０年間の決算状況を表や

グラフでまとめています。 

なお、この白書は、総務省が全国共通の統一基準で実施する決算統計（地方財政状況調

査）数値による普通会計ベースで作成していることから、本市が広報誌やホームページで

公表する一般会計の数値とは若干異なる場合があることをご了承ください。 

本書が、市の財政状況を共有しご理解いただくことで、今後も健全で持続可能な財政を

維持していける取組みの一助となれば幸いです。 

 

令和７年１０月  
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市の財政を家計に例えると？ 

年収５００万円の家計に例えると、令和５年度は１０万円の黒字 

令和５年度決算における歳入総額２３８億４,７２１万３千円を年収５００万円の家計

に置き換えると、収入５００万円に対し支出は４９０万円で、１０万円の黒字となりまし

た。黒字額は「昨年からの給料の残り」として翌年度の収入となります。 

収入で最も大きい項目は「親からの仕送り」の２９７万円で、自分で稼いでいる「給料」

を大きく上回っています。また、支出で最も大きい項目は「医療費」の１５６万円で、こ

れに「食費」の７２万円と「借金の返済」の２９万円を合わせた経費は、その支出が義務

付けられ、任意に削減できない義務的な経費と言われ、支出全体の５割を占めています。 

 

（表 1）令和 5 年度の収入 

家計項目 市の決算項目 金額 

給料 市税 149 万円 

親からの仕送り 
地方交付税、国庫支出金、 

府支出金、譲与税・交付金 
297 万円 

貯金の取崩 繰入金 7 万円 

昨年からの給料の残り 繰越金 18 万円 

新たな借金 市債 11 万円 

雑収入 使用料・手数料、財産収入など 18 万円 

合 計 500 万円 

 

（表 2）令和 5 年度の支出 

家計項目 市の決算項目 金額 

食費 人件費 72 万円 

医療費 扶助費 156 万円 

光熱水費、新聞代など 物件費 66 万円 

自治会費、車の税金など 補助費等 71 万円 

借金の返済 公債費 29 万円 

子どもへの仕送り 繰出金 53 万円 

家の増改築、車の購入など 普通建設事業費 28 万円 

雑支出 積立金、維持補修費など 15 万円 

合 計 490 万円 
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決算収支 

令和５年度決算は単年度収支赤字だったが、基金残高が増 

令和５年度の普通会計決算は、歳入では、国庫支出金で臨時福祉給付金給付事務補助金

の皆減や学校給食費の減などがあったものの、地方交付税の追加交付や府支出金の増、基

金取崩しの増などにより、全体で２３８億４,７２１万３千円（対前年度比：９億９,８８３

万３千円増）となりました。 

歳出では、物件費で新型コロナウイルス予防接種関係経費の減、人件費で退職手当等の

減などがありましたが、扶助費で障がい者への介護給付費の増、積立金の増、投資的経費

や繰出金の増などにより、全体で２３３億６,６２６万１千円（対前年度比：１３億７,０９

６万６千円増）となりました。 

これらの結果、形式収支は４億８,０９５万２千円の黒字で、ここから翌年度へ繰越すべ

き財源を差し引いた実質収支は３億８,８００万５千円の黒字となりました。 

 

 

（表 3）令和 5 年度決算収支                    （千円、％） 

歳入 23,847,213  積立金 397,183 

歳出 23,366,261  繰上償還額 0 

形式収支 480,952  積立金取崩額 0 

翌年度へ繰越すべき財源 92,947  実質単年度収支 154,039 

実質収支 388,005  実質収支比率 3.0 

単年度収支 △243,144    
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収支 

形式収支は、歳入総額と歳出総額の単純な差引きです。 

実質収支は、形式収支から翌年度へ繰越すべき財源を除いた、当年度の実質的な

収支です。 

単年度収支は、前年度からの繰越などを除いた、当年度だけの収支です。 

実質単年度収支は、貯金の出し入れを除いた、純粋な単年度の収支です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実質収支比率 

実質収支比率とは、標準財政規模*に対する実質収支の割合のことです。 

実質収支が赤字の場合、この数値がマイナスになります。 

*標準財政規模：標準的な状態で通常収入されるであろう、経常的な一般財源の規模。 

  

当年度の収入額 

当年度の支出額 

形式収支 

積立金 

取崩額 

前年度 

実質収支 

翌年度へ 
繰越すべき

財源 

繰上 

償還額 
積立金 

実質収支 

単年度収支 

実質単年度収支 

歳入総額 

歳出総額 

一般的に、黒字団体・赤字団体というときは、 

「実質収支」が黒字か赤字かを見ているよ。 

四條畷市では平成 20年度以降、16か年連続して、

ずっと実質収支黒字を維持しているんだ。 

黒字の場合は 
翌年度に繰越 
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特定財源

33%

一般財源

67%

令和５年度決算 財源内訳

(特定財源・一般財源）

依存財源

62%

自主財源

38%

令和５年度決算 財源内訳

(依存財源・自主財源）

歳入の内訳 

市税、国庫支出金、地方交付税で全体の７割以上を占める 

歳入の内訳は、市税が７１億２３８万８千円（３０％）で最も大きく、次いで国庫支出

金が５２億８,３３２万２千円（２３％）、地方交付税が５１億７,９４８万７千円（２２％）

となっています。 

また、財源の内訳は、特定財源が３３％、一般財源が６７％、依存財源が６２％、自主

財源が３８％となっています。 

 

（表 4）令和 5 年度決算歳入内訳                        （千円） 

市税 7,102,388  国庫支出金 5,283,322 

地方譲与税 104,976  府支出金 2,032,951 

税連動交付金 1,539,069  財産収入 34,003 

地方特例交付金等 62,385  寄附金 38,546 

地方交付税 5,179,487  繰入金 335,372 

交通安全対策特別交付金 5,566  繰越金 853,085 

分担金・負担金 238,312  諸収入 303,186 

使用料 162,108  市債 512,400 

手数料 60,057    

   合計 23,847,213 
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特定財源と一般財源 

特定財源とは、特定の事業目的のために収入するお金で、使い道が決められてい

る財源のことです。 

（例）国庫支出金、府支出金、市債など 

一般財源とは、市が自由に使い道を決めることができる財源のことです。 

（例）市税、地方交付税、地方譲与税、地方特例交付金など 

 

依存財源と自主財源 

依存財源とは、国や府の基準に基づいて交付されたり、割り当てられたりする収

入で、市が独自に収入額を決めることができない財源のことです。 

（例）地方交付税、国庫支出金、府支出金など 

自主財源とは、市が自主的に収入できる財源のことです。 

（例）市税、分担金・負担金、使用料、手数料、財産収入、寄附金、繰入金、繰越金、諸

収入など 

 

  

一般財源や自主財源が大きいと、市の財政の自立

性や柔軟性が高いってことだね！ 

市税は、一般財源かつ自主財源。 

市にとって、とても重要で貴重な財源なんだ。 
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（百万円、％）

市税 

個人市民税が前年度より増、徴収率も上昇 

市税のうち４０％以上を占める市民税は、個人住民税が前年度より増となり、３３億４,

４９８万９千円（対前年度比：１億１２１万２千円増）となりました。市税全体では７１

億２３８万８千円（対前年度比：１億６,３０５万８千円増）でした。また、市税全体の徴

収率は９８.６％（対前年度比：０.１ポイント上昇）でした。 

 

（表 5）令和 5 年度決算市税内訳                          （千円） 

市民税 3,344,989  目的税 582,060 

 個人市民税 3,061,804   入湯税 5,100 

 法人市民税 283,185   都市計画税 576,960 

固定資産税 2,705,897   事業所税 0 

軽自動車税 101,067     

市たばこ税 368,375  合計 7,102,388 

 

（表 6）令和 5 年度市税徴収率      （％） 

徴収率（市民税） 98.2 

徴収率（固定資産税） 99.0 

徴収率（全体） 98.6 
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地方交付税 

普通交付税が前年度より増、財政力指数は低下 

地方交付税とは、市税収入が少ない地域の住民にも一定の行政サービスを提供できるよ

う財源を保障するため、地方公共団体の財政状況を考慮して国から配分されるものです。 

普通交付税は４７億４,１９４万７千円（対前年度比：１億５,８０９万１千円増）、特別

交付税は４億３,７５４万円（対前年度比：７４４万６千円減）でした。 

地方交付税の財源不足を補てんする臨時財政対策債の発行額は、０円（対前年度比：２

億５,０４０万円減）でした。 

また、財政力指数（⇒２２ページ）は、０.５７３（対前年度比：０.０１４ポイント低下）

でした。 

 

（表 7）令和 5 年度決算地方交付税額等      （千円） 

普通交付税 4,741,947  臨時財政対策債 0 

特別交付税 437,540    

合計 5,179,487  財政力指数（3 か年平均） 0.573 
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普通交付税と特別交付税 

地方交付税には、普通交付税と特別交付税の２種類があります。 

普通交付税は、地方交付税総額のうち９４％に相当する額を、基準財政需要額が

基準財政収入額を超える地方公共団体の財源不足を補うために交付されます。 

特別交付税は、普通交付税では捕捉されなかった災害などの特別の財政需要に対

して、地方交付税総額のうち６％に相当する額を使って交付されます。 

 

普通交付税の算定方法 

普通交付税額  ＝  基準財政需要額  －  基準財政収入額 

 

 

 

 

 

 

 

基準財政需要額：標準的な行政を行うために必要となる一般財源 

基準財政収入額：標準的な税収入の一定割合により算定した額 

 

臨時財政対策債 

臨時財政対策債とは、国が交付する地方交付税の原資となる国税収入が不足して

いるため、その不足する金額の一部を地方公共団体で借金をして賄うもので、平

成１３年度から導入されました。 

臨時財政対策債の元利償還金については、後年度の地方交付税の基準財政需要額

に、理論上は全額算入されます。 

  

基準財政需要額 

基準財政収入額 

（標準的な税収入の７５％） 
普通交付税 

基準財政収入額は標準的な税収入の 75％。 

残りの 25％は「留保財源」といって、市が独自に

使える財源とされているんだ。 

市税などの歳入が増えれば、それだけ留保財源も

増えるから、独自の施策などを行う余裕ができる

んだね。 
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国・府支出金 

国庫支出金は減、府支出金は増で、全体では減 

国・府支出金とは、国や大阪府から特定の事業に充てるための財源として交付される補

助金や負担金で、老人福祉費や児童福祉費などの社会保障関係経費に係るものが多くを占

めています。 

国庫支出金は、臨時福祉給付金給付事務費補助金の皆減などにより、５２億８,３３２万

２千円（対前年度比：１億７,７８９万９千円減）、府支出金は、一般国道旧１７０号歩道整

備事業委託金の増などにより、２０億３,２９５万１千円（対前年度比：６,３７８万２千円

増）となりました。 

 

（表 8）令和 5 年度決算国・府支出金   （千円） 

国庫支出金 5,283,322 

府支出金 2,032,951 

合計 7,316,273 
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国・府支出金の推移

国庫支出金 府支出金
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（百万円）

新型コロナウイルス感染症

対応のため大幅に増 
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市債 

新たな借入を抑制し、過去１０年で最も低い発行額に 

市債は、市が１会計年度を超えて行う借入れ（いわゆる借金）のことで、原則として投

資的経費（建設事業関係の経費）に充てられます。その年度に使う経費はその年度の収入

で賄うことが原則ですが、学校や道路など将来に亘って使用していくものは、借入金の償

還という形で、将来使用する方にも平等に費用負担してもらうことにより、世代間の公平

を図っています。 

令和５年度一般会計における普通債の新規発行額は５億１,２４０万円で、防災拠点整備

事業費の増により消防債が増となったことなどにより、前年度より２億８０万円の増とな

りました。しかし、臨時財政対策債の新規発行額が０円（対前年度比：２億５,０４０万円

減）となり、合計では過去１０年で最も低い発行額となりました。 

 

（表 9）令和 5 年度一般会計決算市債発行額   （千円） 

普通債 512,400 

臨時財政対策債 0 

合計 512,400 
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市債発行額の推移
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目的別経費 

民生費、総務費などが前年度より増 

目的別経費とは、市の歳出を行政目的に応じて分類したものです。 

最も大きいのは民生費で、歳出全体の４９.７％を占め、１１６億１,７７１万６千円（対

前年度比：１０億３,６５４万５千円増）でした。ほかに、消防費や土木費などが前年度よ

り増となっており、歳出全体では２３３億６,６２６万１千円（対前年度比：１３億７,０９

６万６千円増）でした。 

 

（表 10）令和 5 年度決算目的別経費                           （千円） 

議会費 183,769  消防費 964,703 

総務費 2,493,555  教育費 2,309,399 

民生費 11,617,716  災害復旧費 20,819 

衛生費 2,288,871  公債費 1,439,592 

労働費 86,727  諸支出金 0 

農林水産業費 57,444  前年度繰上充用金 0 

商工費 362,093    

土木費 1,541,573  合計 23,366,261 

 

  

190 192 189
203 195 194

270

230
220

234

総務費

民生費

衛生費
土木費
消防費

教育費

公債費

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

目的別経費の推移

議会費 総務費 民生費 衛生費 労働費 農林水産業費

商工費 土木費 消防費 教育費 災害復旧費 公債費

（億円）

新型コロナウイルス感染症対応

のため衛生費が増となり、 

その後は横ばいで推移 

新型コロナウイルス感染症対応の

ための特別定額給付金支給により

総務費が一時的に増となった 
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目的別経費の分類 

名称 本市における内容 

議会費 議会の運営に要する経費。 

総務費 公共施設の維持管理や徴税など、行政運営全般に要する経費。 

民生費 高齢者や障がい者などに対する福祉や、子育て支援などの経費。 

衛生費 健康・医療などの保健衛生や、ごみ処理などの環境衛生の経費。 

労働費 雇用促進などの経費。 

農林水産業費 農業振興などの経費。 

商工費 商工業や観光の振興などの経費。 

土木費 道路や河川、公園など、まちづくりの経費。 

消防費 消防や災害対策の経費。 

教育費 小・中学校や図書館、公民館、スポーツ施設などの経費。 

災害復旧費 災害復旧の経費。 

公債費 市債（借金）の元利償還に係る経費。 

  

名称を見ると、どんな目的の経費なのか 

なんとなくイメージできるね。 

 

四條畷市で一番大きいのは民生費。福祉や子育て

にたくさんお金を使っているんだね！ 

 

また、本市の予算書や決算書に労働費は出てこな

いけど、国の統計基準により雇用促進などの経費

をこの費目に整理することになっているんだ。 
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性質別経費 

扶助費の増で義務的経費が拡大 

性質別経費とは、行政目的にかかわらず経済的性質によって市の歳出を分類したもので

す。このうち、人件費、扶助費、公債費の３つは、支出が義務付けられ任意に節減できな

い経費として、義務的経費と呼ばれます。 

義務的経費は歳出の５２.７％を占めており、人件費と公債費は前年度より減となりまし

たが、扶助費が大幅に増加した結果、１２３億３４３万３千円（対前年度比：４億６,４４

１万６千円増）となりました。 

このほか、投資的経費が１３億３,４５８万８千円（対前年度比：５億３７３万９千円増）、

繰出金が２５億２３万２千円（対前年度比：２億７,０４３万１千円増）などとなっていま

す。 

 

（表 11）令和 5 年度決算性質別経費                           （千円） 

人件費 3,423,143  積立金 438,760 

扶助費 7,440,698  投資及び出資貸付金 200,000 

公債費 1,439,592  繰出金 2,500,232 

物件費 3,165,428  前年度繰上充用金 0 

維持補修費 54,599  投資的経費 1,334,588 

補助費等 3,369,221  合計 23,366,261 

 

 

 

人件費

扶助費

公債費

物件費

補助費等
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203 195 194

270

230
220

234

繰出金

投資的経費

0

5,000,000

10,000,000

15,000,000

20,000,000

25,000,000

30,000,000

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

性質別経費の内訳

人件費 扶助費 公債費 物件費

維持補修費 補助費等 積立金 投資及び出資貸付金

繰出金 投資的経費

（億円）

義
務
的
経
費 
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性質別経費の分類 

名称 本市における内容 

人件費 職員の給与や、議員、会計年度任用職員への報酬などの経費。 

扶助費 社会保障制度の一環として市民に直接給付する経費。 

公債費 市債（借金）の元利償還に係る経費。 

物件費 委託料や物品の購入などの経費。 

維持補修費 道路や公共施設などを維持管理するための経費。 

補助費等 他の団体などに対する負担金や補助金などの経費。 

積立金 基金への積立て（貯金）を行う経費。 

投資及び出資

貸付金 
下水道事業会計への出資金の経費。 

繰出金 特別会計や他団体へ繰り出す経費。 

投資的経費 道路や公共施設などの建設や大規模改修に係る経費。 

  

義務的経費では、コロナ以降、人件費と扶助費が

それまでよりも高い水準になったよ。 

金額は扶助費が一番大きいけど、そのうち６割以

上は国や府からもらった特定財源で賄われている

んだ。 

一般財源の金額は 

人件費が大きい 
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公債費と公債費比率の推移

元金償還額 利子支払額 公債費比率

1,439

2,155

2,018

1,853 1,776 1,716 1,673 1,740
1,594

1,471

（百万円、％）

公債費 

償還が進み、公債費、公債費比率ともに減 

公債費とは、過去に発行した市債（いわゆる借金）の元金償還と利子支払に係る経費で

す。 

令和５年度の公債費は、教育・福祉施設等整備事業債の償還が終了したことなどに伴い、

１４億３,９２２万５千円（対前年度比：３,２０２万円減）となり、公債費比率は４.５％

（対前年度比：０.４ポイント減）でした。 

 

（表 12）令和 5 年度決算公債費・公債費比率（千円、％） 

元金償還額 1,395,077 

利子支払額 44,148 

合計 1,439,225 

公債費比率 4.5 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公債費比率 

公債費比率とは、一般財源のうち、公債費に充てた金額が占める割合を示したも

のです。公債費は毎年必ず支払わなければならない支出であり、公債費比率が高

くなると他の事業に充てる財源を圧迫することになります。 
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普通建設事業費の推移

補助 単独 受託等

1,313
1,456

1,327

994

1,913

1,384

830

987 1,026

831

（百万円）

普通建設事業費 

約１３億１千万円の普通建設事業を実施 

普通建設事業費とは、道路や橋りょう、公園、学校の建設など社会資本の整備に係る経

費です。 

令和５年度は、小・中学校校舎棟の空調設備整備工事や、民間保育所等整備費補助事業

などを行い、１３億１,３７６万９千円（対前年度比：４億８,２９２万円増）となりました。 

 

（表 13）令和 5年度決算普通建設事業費                           （千円） 

補助 576,376  受託等 51,972 

単独 685,421  合計 1,313,769 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

補助 ：国の補助を受けて実施したもの。 単独：国の補助を受けずに実施したもの。 

受託等：国や大阪府から事業の施行を委託されて実施したものや、大阪府の実施する事業に対 

し負担金を支出したもの。 

 

（表 14）令和 5 年度 主な普通建設事業費                （千円） 

民間保育所等整備費補助事業 240,868 

中学校校舎棟空調設備整備事業 230,131 

防災拠点整備事業 207,220 

小学校校舎棟空調設備整備事業 132,143 

学校給食センター厨房機器等更新工事・車庫整備 101,411 

一般国道旧 170 号歩道整備事業 48,636 
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基金現在高 

財政調整基金の増により過去最高の現在高に 

基金とは、将来の支出に備えるために市が積み立てる貯金のことで、年度間の財源の不

均衡を調製するための財政調整基金、市債償還に充てるための減債基金、公共施設の整備

に充てるための公共施設整備基金などのその他特定目的基金に大別されます。 

とりわけ、特に重要なのが財政調整基金で、使わないお金があった場合はこの基金に積

み立てをし、一方で、お金が足りなくなった時には取り崩しをすることで各種行政サービ

スを円滑に実施できるよう、本市の予算規模から計って必要な残高を確保できるよう努め

ています。 

令和５年度は、財政調整基金の取崩しを行わず、３億９,７１８万３千円の積立てを行っ

た結果、現在高は２８億７,１８１万５千円となりました。また、その他特定目的基金は、

新型コロナウイルス感染症対策基金などから３億３,５３７万２千円の取崩しと、ふるさと

振興基金、公共施設整備基金などへ４,１５７万６千円の積立てを行った結果、現在高は４

１億６,９５３万８千円となりました。これらと減債基金を合わせた現在高は過去最高金額

を更新し、７０億９,２６７万円となっています。 

 

（表 15）令和 5 年度末時点基金現在高                           （千円） 

財政調整基金 2,871,815  その他特定目的基金 4,169,538 

減債基金 51,317  合計 7,092,670 
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基金現在高の推移

財政調整基金・減債基金 その他特定目的基金

3,218

3,752

4,415 4,377

4,889
5,369

6,050

6,807 6,989

（百万円）

7,093
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基金の種類 

名称 内容 

財政調整基金 
年度間の財源の不均衡を調整するために設置。地方財政法に基づ

き、前年度剰余金の２分の１以上を積み立てる。 

減債基金 市債の償還に充てるために設置。 

公共施設整備基金 
公用または公共用に供する施設の整備資金に充てるために設置。 

条例に基づき毎年１,０００万円以上を積み立てる。 

退職手当基金 
本市職員の退職手当支払いに充てるために設置。 

条例に基づき毎年５００万円以上を積み立てる。 

ふるさと振興基金 

四條畷市サポート寄附（ふるさと納税）で受けた寄附金のうち、

教育環境の充実への支援、まちづくりへの支援、文化・スポーツ

振興への支援などを使途として寄附されたものを積み立てる。 

福祉基金 市民の福祉活動の振興を図る資金に充てるために設置。 

新型コロナウイルス

感染症対策基金 

新型コロナウイルス感染症対策のために設置。 

条例に基づき、令和６年３月末日で失効する。 

緑化基金 
緑豊かな潤いのあるまちづくりを推進する事業に充てるために設

置。 

森林環境譲与税基金 
森林整備に係る事業に充てるために設置。 

森林譲与税として譲与を受けた額を積み立てる。 

文化財愛護基金 文化財愛護のため設置。 

  

目的に応じて、色々な基金を作って貯金している

んだね！ 

積み立てた基金は、適切なタイミングで取り崩し

て活用しているよ。 
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市債現在高 

償還の進展と新規発行の抑制に伴い、現在高が減少 

市債現残高とは、これまでに発行した市債（いわゆる借金）の元金の現在高のことです。 

令和５年度は、過去に発行した市債の償還が進んだことに加え、新規の市債発行を抑制

したため、現在高は１２５億４,９６４万４千円（対前年度比：８億８,２６７万７千円減）

となりました。なお、市債現在高のうち概ね６割を臨時財政対策債（⇒９ページ）が占め

ています。 

 

（表 16）令和 5 年度末時点市債現在高  （千円） 

普通債 5,158,768 

臨時財政対策債 7,390,876 

合計 12,549,644 
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財政指標・健全化判断比率 

財政力指数・経常収支比率ともに悪化。健全化判断比率は問題なし 

財政力指数（３か年平均）は、分母となる基準財政需要額の増が、分子となる基準財政

収入額の増を上回ったため、前年度から０.０１４ポイント悪化して０.５７３となりまし

た。基準財政収入額では、市税や法人事業税交付金等の増がありましたが、基準財政需要

額から差し引かれる臨時財政対策債振替相当額の大幅な減により、基準財政需要額が増と

なったことによるものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

財政力指数 

財政力指数とは、普通交付税を算定する際に用いる基準財政収入額を基準財政需

要額で除したもので、通常は３か年の平均値をいいます。 

財政力指数 ＝ 
基準財政収入額

基準財政需要額
 

自団体の標準的な歳入で、標準的な歳出をどれだけ賄うことができるかを示した

比率であり、財政力指数が高いほど財源に余裕があるといえます。 

 

 

 

  

財政力指数が１を超えると、自団体の標準的な歳

入だけで標準的な行政運営ができるってことにな

るね。この場合、国からの財源保障である地方交

付税は交付されないよ。 

財政力指数が１を超える団体は、全国でも東京都

などのごく一部の団体しかないんだ。 
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経常収支比率は、分子となる経常経費充当一般財源の増が、分母となる経常一般財源の

増を上回ったことにより、前年度から３.１ポイント悪化して９９.３％となりました。 

経常一般財源では、市税、普通交付税及び法人事業税交付金などの増があったものの、

経常経費充当一般財源において、介護給付費などの増により扶助費が増、大東四條畷消防

組合に対する負担金の増などにより補助費等が増、国民健康保険事業や介護保険事業など

に対する繰出金が増となったことによるものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経常収支比率 

経常収支比率とは、経常経費充当一般財源（経常的な経費に充てられた一般財源

の額）を経常一般財源（経常的に収入される一般財源の額）で除したものです。 

経常収支比率 ＝ 
経常経費充当一般財源

経常一般財源
 

人件費、扶助費、公債費など毎年必ず支払わなければならない経常的な経費に対

して、地方税、地方交付税、地方譲与税などの毎年確実に見込まれる経常的な収

入がどれだけ充てられているかを示す指標です。 

経常収支比率が高いほど財政の弾力性が低く、臨時の財政需要に応えることが難

しいといえます。 
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健全化判断比率のうち、実質赤字比率及び連結実質赤字比率については、一般会計等の

実質赤字額、全会計を対象とする連結実質赤字額がともに発生していないため、いずれも

マイナスとなりました。また、将来負担比率についても、将来負担見込額が充当可能財源

を下回ったため、マイナスとなりました。 

実質公債費比率は、早期健全化基準２５.０％に対し、３.５％となりました。 

４つの指標すべてにおいて、早期健全化基準を下回る結果となっています。 

 

（表 17）令和５年度健全化判断比率 

 実質赤字比率 連結実質赤字比率 
実質公債費比率 

（３か年平均） 
将来負担比率 

本市の比率 R5 △3.01 △4.78 3.5 △49.5 

 （参考）R4 △5.01 △7.95 4.6 △48.9 

早期健全化基準 R5 12.96 17.96 25.0 350.0 

 （参考）R4 12.99 17.99 25.0 350.0 

財政再生基準  R5 20.00 30.00 35.0  

 （参考）R4 20.00 30.00 35.0  

 

健全化判断比率 

健全化判断比率とは、地方公共団体の財政状況を客観的に表し、財政の早期健全

化や再生の必要性を判断するためのものとして定めるもので、「実質赤字比率」、

「連結実質赤字比率」、「実質公債費比率」、「将来負担比率」の４つがあります。 

全ての指標において早期健全化基準、将来負担比率以外の指標において財政再生

基準が定められており、それぞれの基準以上となった場合、財政運営の健全化を

図るための計画策定など、さまざまな制約が課されます。 

 

実質赤字比率 

実質赤字比率とは、一般会計等（四條畷市においては、一般会計と土地取得特別

会計）を対象として、実質赤字の標準財政規模に対する比率を示すものです。 

令和５年度決算の算式は下記のとおりです。 

一般会計等の実質赤字額

△388,005 千円

標準財政規模

12,875,867 千円

 ＝ 実質赤字比率 △3.01% 

※実質赤字額は、令和 5 年度の実質黒字額をマイナスとして算入しています。 
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連結実質赤字比率 

連結実質赤字比率とは、全会計を対象として、資金不足の額の標準財政規模に対

する比率を示すものです。 

令和５年度決算の算式は下記のとおりです。 

連結実質赤字額

△615,902 千円

標準財政規模

12,875,867 千円

 ＝ 連結実質赤字比率 △4.78% 

※実質赤字額は、令和 5 年度の実質黒字額をマイナスとして算入しています。 

 

実質公債費比率 

実質公債費比率は、市債について、一般会計等が負担する元利償還金及び準元利

償還金の標準財政規模に対する比率を示すものです。 

令和５年度決算の算式は下記のとおりです。 

 

元利償還金・準元利償還金等 

1,949,181 千円
ー 

基準財政需要額算入額 

1,632,113 千円

標準財政規模 

12,875,867 千円
 ー  

基準財政需要額算入額 

1,632,113 千円

  

＝ 実質公債費比率 2.81995% 

 

（ 4.39635 ＋ 3.49500 ＋ 2.81995 ） ÷ 3 ＝ ３か年平均 3.5％ 

R3      R4      R5           

 

将来負担比率 

将来負担比率は、一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対

する比率を示すものです。 

将来負担すべき実質的な負債とは、市債などの将来負担見込額から、基金残高な

どの充当可能財源を差し引いた額をいいます。 

令和５年度決算の算式は下記のとおりです。 

将来負担額 

21,870,458 千円
  ー  

充当可能財源等 

27,438,231 千円

 標準財政規模 

 12,875,867 千円
 ー  

基準財政需要額算入額 

1,632,113 千円

 ＝ 将来負担比率 △49.5% 
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441 517 435 475 462 

584 

409 

7市平均

475 

四條畷市 守口市 枚方市 寝屋川市 大東市 門真市 交野市

歳入合計 （千円）

131 
162 

148 
131 146 

158 
136 

7市平均

145 

四條畷市 守口市 枚方市 寝屋川市 大東市 門真市 交野市

市税 （千円）

57 

54 

59 

52 52 
50 

60 

7市平均

55 

四條畷市 守口市 枚方市 寝屋川市 大東市 門真市 交野市

個人市民税 （千円）

5 

12 

8 
7 

8 

11 

5 

7市平均

8 

四條畷市 守口市 枚方市 寝屋川市 大東市 門真市 交野市

法人市民税 （千円）

他団体との比較 

令和５年度決算額を人口（令和６年３月３１日現在）一人当たり額に置き換え、本市と

北河内６市とを比較しました。 

 

（１）歳入 
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96 

69 

42 

74 
59 

74 
60 

7市平均

68 

四條畷市 守口市 枚方市 寝屋川市 大東市 門真市 交野市

地方交付税 （千円）

6 

1 

11 12 

18 

11 
7 

7市平均

9 

四條畷市 守口市 枚方市 寝屋川市 大東市 門真市 交野市

繰入金 （千円）

9 

28 32 
37 

21 

36 

22 

7市平均

26 

四條畷市 守口市 枚方市 寝屋川市 大東市 門真市 交野市

市債 （千円）

432 
509 

427 470 457 

576 

401 

7市平均

467 

四條畷市 守口市 枚方市 寝屋川市 大東市 門真市 交野市

歳出合計 （千円）

215 
292 

212 251 
206 

289 

179 

7市平均

235 

四條畷市 守口市 枚方市 寝屋川市 大東市 門真市 交野市

民生費 （千円）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）歳出 
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42 44 
40 32 

30 

40 39 

7市平均

38 

四條畷市 守口市 枚方市 寝屋川市 大東市 門真市 交野市

衛生費 （千円）

10 

31 
53 

35 48 

81 

21 

7市平均

40 

四條畷市 守口市 枚方市 寝屋川市 大東市 門真市 交野市

土木費 （千円）

18 17 

12 13 12 
16 

11 

7市平均

14 

四條畷市 守口市 枚方市 寝屋川市 大東市 門真市 交野市

消防費 （千円）

43 46 41 
61 61 54 

64 

7市平均

53 

四條畷市 守口市 枚方市 寝屋川市 大東市 門真市 交野市

教育費 （千円）
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131 129 

94 

154 
178 

83 

150 

7市平均

131 

四條畷市 守口市 枚方市 寝屋川市 大東市 門真市 交野市

基金残高 （千円）

232 

391 
290 274 271 

443 

674 
7市平均

368

四條畷市 守口市 枚方市 寝屋川市 大東市 門真市 交野市

市債残高 （千円）

169 194 181 162 

215 223 

175 

7市平均

188 

四條畷市 守口市 枚方市 寝屋川市 大東市 門真市 交野市

自主財源 （千円）

297 297 
266 282 299 

333 

251 

7市平均

289 

四條畷市 守口市 枚方市 寝屋川市 大東市 門真市 交野市

一般財源 （千円）

（３）その他 
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統一的な基準による財務書類 

 

地方公共団体の財務会計は、年度単位を基本とする現金主義会計がとられており、収入

と支出を単純に差し引きする単式簿記の方法を用いているため、取得した資産の状況や減

価償却などの費用についての把握ができません。 

現金の出入だけではなく、これまでに蓄積された資産や発生した経費を含めて分析・公

表するために、民間企業の会計手法（発生主義会計・複式簿記）を取り入れたのが財務書

類です。 

  

財務書類の対象となる会計は下図のとおりで、本書には「一般会計等財務書類」と「全

体財務書類」を掲載しています。 

 

四條畷市の会計  一部事務組合等 

一般会計等 
地方公営事業会計  淀川左岸水防事務組合 

飯盛霊園組合 

四條畷市交野市清掃施設組合 

北河内４市リサイクル施設組合 

くすのき広域連合 

大阪府後期高齢者医療広域連合 

大阪広域水道企業団 

大東四條畷消防組合 

公営企業会計 その他  

一般会計 

土地取得特別会計 
下水道事業会計 

国民健康保険特別会計 

後期高齢者医療特別会計 

 

     

 

  

 一般会計等財務書類 

全体財務書類 

連結財務書類 
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財務書類は「貸借対照表」、「行政コスト計算書」、「純資産変動計算書」、「資金収支計算

書」の４表で構成されています。 

 

貸借対照表 

貸借対照表は、基準日時点において保有している資産や抱えている負債の状況を

示しています。行政サービスを提供するための資産をどれだけ保有しているかを

借方（左側）に、その資産を取得するにあたっての負債(将来世代の負担となる市

債など)や純資産の内部構成を貸方(右側)に表示しています。 

 

行政コスト計算書 

行政コスト計算書は、会計期間中に提供した資産形成に結びつかない行政サービ

スに要したコスト(人件費や物件費、補助金など)と、その財源となる収入(使用料

や手数料といった受益者負担)を明らかにしたものです。 

 

純資産変動計算書 

純資産変動計算書は、会計期間中の地方公共団体の純資産の変動を明らかにした

ものです。資産から負債を差し引いた残余である純資産が、行政活動にかかるコ

スト、市税・補助金収入による増減でどのように変動したかを表示しています。 

固定資産等の変動（内部変動）の欄には、内部構成の変動（その他の純資産減少

原因・財源及びその他の純資産増加原因の取引高）を表示しています。 

 

資金収支計算書 

資金収支計算書は、地方公共団体の活動に伴う資金利用状況及び資金獲得能力を

明らかにしたものです。「業務活動収支」、「投資活動収支」及び「財務活動収支」

の三区分により表示しています。 

業務活動収支の欄には、人件費や物件費、社会保障給付などの業務支出、市税や

国府等補助金などの業務収入、災害復旧などの臨時支出を表示しています。 

投資活動収支の欄には、有形固定資産などの形成にかかる公共施設等整備費支出

や基金積立金支出などの投資活動支出、投資活動支出の財源として充当した国府

等補助金収入や基金取崩収入などの投資活動収入を表示しています。 

財務活動収支の欄には、市債の元本償還にかかる市債償還支出などの財務活動支

出、市債発行収入などの財務活動収入を表示しています。 
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令和５年度の一般会計等財務書類を分析すると、以下のとおりとなりました。 

 

（１）資産形成度 

 

・住民一人当たり資産額 １０１万９千円 

四條畷市の資産を市民一人ひとりに分配した場合の金額です。 

 

・有形固定資産等減価償却率（資産老朽化比率） ６８.５％ 

有形固定資産のうち、土地以外の償却資産(建物や工作物)の取得価格に対する減価償却

累計額の割合を計算することで、耐用年数に対して償却資産の取得からどの程度経過して

いるかを全体として把握することができます。 

この比率が高いほど老朽化が進んでいるといえます。 

 

（２）世代間公平性 

 

・純資産比率 ７３.６％ 

四條畷市の現在の資産が、これまでの世代による負担によるものなのか、将来世代への

負担となっていくのかを表しています。この比率が高いほど、これまでの世代による負担

の割合が高いといえます。 

 

・社会資本等形成の世代間負担比率 １１.１％ 

これまで整備してきた道路、橋、公園、学校などの社会資本等に対して、どれくらい将

来世代が負担する負債が残っているかを表しています。 

この比率が高いほど、将来世代への負担が大きいといえます。 

 

（３）持続可能性 

 

・住民一人あたり負債額 ２６万９千円 

四條畷市の負債を住民一人ひとりに分配した場合の金額です。 

 

・基礎的財政収支（プライマリーバランス） ６億５,８４４万７千円 

市債の発行に頼らずに、歳入歳出のバランスが取れているかを示すもので、値がプラス

数値の場合は、経費が市債の発行に頼らず、税収などで賄われていることを表します。 

 

・債務償還可能年数 ４.６１年 

市が抱えている市債や引当金などの将来負担額を、業務活動収支の黒字で返済した場合

に、何年で返済できるかを表しています。 

債務償還可能年数が短いほど、債務償還能力が高いといえます。 
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これらの指標について、類似団体（全国の市町村を人口規模や産業構造で細分化した際

に、同じグループに属する自治体）と比較すると、下表のとおりとなりました。 

 

（表 18）令和５年度一般会計等財務書類 各指標の類似団体比較 

 四條畷市 大阪府内 A 市 近畿圏 B 市 中部圏 C 市 関東圏 D 市 

住民一人当たり 

資産額 
101万 9 千円 92 万 7千円 133万 3 千円 98 万 8千円 85 万円 

有形固定資産等 

減価償却率（資産

老朽化比率） 

68.5％ 82.5％ 69.7％ 66.3％ 67.6％ 

純資産比率 73.6％ 56.8％ 70.9％ 91.8％ 56.2％ 

社会資本等形成の 

世代間負担比率 
11.1％ 23.2％ 15.5％ 6.9％ 20.7％ 

住民一人当たり 

負債額 
26 万 9千円 40 万円 38 万 8千円 8万 1 千円 37 万 2千円 

基礎的財政収支

（プライマリー 

バランス） 

6 億 5,844 万 7 千円 18 億 3,199 万円 21 億 8,600 万 5 千円 11 億 1,566 万 1 円 1,509 万 6 千円 

債務償還可能年数 4.61 年 5.00 年 6.74 年 -0.41 年 5.13 年 
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【様式第１号】

貸借対照表
（令和 6年 3月31日現在）

（単位：円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 51,648,262,097 固定負債 12,929,307,175 

有形固定資産 45,812,419,176 地方債 11,200,868,019 

事業用資産 28,935,237,590 長期未払金 - 

土地 18,479,991,910 退職手当引当金 1,728,439,156 

立木竹 - 損失補償等引当金 - 

建物 32,284,353,561 その他 - 

建物減価償却累計額 △ 22,782,632,173 流動負債 1,613,231,684 

工作物 1,725,081,596 １年内償還予定地方債 1,348,776,117 

工作物減価償却累計額 △ 1,210,616,904 未払金 - 

船舶 - 未払費用 - 

船舶減価償却累計額 - 前受金 - 

浮標等 - 前受収益 - 

浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 218,036,236 

航空機 - 預り金 40,472,838 

航空機減価償却累計額 - その他 5,946,493 

その他 - 14,542,538,859 

その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

建設仮勘定 439,059,600 固定資産等形成分 54,520,077,072 

インフラ資産 16,482,635,443 余剰分（不足分） △ 13,926,648,016 

土地 12,186,266,501 

建物 461,361,666 

建物減価償却累計額 △ 277,221,381 

工作物 10,900,457,490 

工作物減価償却累計額 △ 6,843,821,733 

その他 - 

その他減価償却累計額 - 

建設仮勘定 55,592,900 

物品 1,206,731,103 

物品減価償却累計額 △ 812,184,960 

無形固定資産 45,810,890 

ソフトウェア 45,810,890 

その他 - 

投資その他の資産 5,790,032,031 

投資及び出資金 1,412,669,667 

有価証券 - 

出資金 1,412,669,667 

その他 - 

投資損失引当金 - 

長期延滞債権 135,997,888 

長期貸付金 - 

基金 4,246,813,572 

減債基金 51,316,522 

その他 4,195,497,050 

その他 - 

徴収不能引当金 △ 5,449,096 

流動資産 3,487,705,818 

現金預金 521,425,630 

未収金 94,836,856 

短期貸付金 - 

基金 2,871,814,975 

財政調整基金 2,871,814,975 

減債基金 - 

棚卸資産 - 

その他 3,282,069 

徴収不能引当金 △ 3,653,712 40,593,429,056 

55,135,967,915 55,135,967,915 資産合計

負債合計

純資産合計

負債及び純資産合計

 

  一般会計等財務書類 
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  【様式第２号】

行政コスト計算書
自　令和 5年 4月 1日

至　令和 6年 3月31日

（単位：円）

金額

経常費用 21,524,329,817 

業務費用 8,758,124,269 

人件費 3,523,699,659 

職員給与費 2,668,947,449 

賞与等引当金繰入額 218,036,236 

退職手当引当金繰入額 108,631,917 

その他 528,084,057 

物件費等 4,895,239,054 

物件費 3,715,844,861 

維持補修費 180,201,613 

減価償却費 999,192,580 

その他 - 

その他の業務費用 339,185,556 

支払利息 44,515,302 

徴収不能引当金繰入額 200 

その他 294,670,054 

移転費用 12,766,205,548 

補助金等 4,737,229,177 

社会保障給付 6,321,318,575 

他会計への繰出金 1,704,623,746 

その他 3,034,050 

経常収益 571,214,374 

使用料及び手数料 189,177,358 

その他 382,037,016 

純経常行政コスト 20,953,115,443 

臨時損失 219,003,173 

災害復旧事業費 - 

資産除売却損 218,901,022 

投資損失引当金繰入額 - 

損失補償等引当金繰入額 - 

その他 102,151 

臨時利益 514,000 

資産売却益 514,000 

その他 - 

純行政コスト 21,171,604,616 

科目
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【様式第３号】

純資産変動計算書
自　令和 5年 4月 1日

至　令和 6年 3月31日

（単位：円）

固定資産

等形成分

余剰分

（不足分）

前年度末純資産残高 40,153,258,567 54,515,417,143 △ 14,362,158,576 

純行政コスト（△） △ 21,171,604,616 △ 21,171,604,616 

財源 21,573,708,821 21,573,708,821 

税収等 14,288,654,802 14,288,654,802 

国県等補助金 7,285,054,019 7,285,054,019 

本年度差額 402,104,205 402,104,205 

固定資産等の変動（内部変動） △ 33,406,355 33,406,355 

有形固定資産等の増加 1,049,255,526 △ 1,049,255,526 

有形固定資産等の減少 △ 1,380,704,111 1,380,704,111 

貸付金・基金等の増加 647,841,334 △ 647,841,334 

貸付金・基金等の減少 △ 349,799,104 349,799,104 

資産評価差額 - - 

無償所管換等 38,066,284 38,066,284 

その他 - - - 

本年度純資産変動額 440,170,489 4,659,929 435,510,560 

本年度末純資産残高 40,593,429,056 54,520,077,072 △ 13,926,648,016 

科目 合計
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  【様式第４号】

資金収支計算書
自　令和 5年 4月 1日

至　令和 6年 3月31日

（単位：円）

金額

【業務活動収支】

業務支出 20,583,810,027 

業務費用支出 7,817,604,479 

人件費支出 3,470,598,180 

物件費等支出 4,013,130,989 

支払利息支出 44,515,302 

その他の支出 289,360,008 

移転費用支出 12,766,205,548 

補助金等支出 4,737,229,177 

社会保障給付支出 6,321,318,575 

他会計への繰出支出 1,704,623,746 

その他の支出 3,034,050 

業務収入 21,301,837,218 

税収等収入 14,285,086,982 

国県等補助金収入 6,451,831,820 

使用料及び手数料収入 196,365,624 

その他の収入 368,552,792 

臨時支出 - 

災害復旧事業費支出 - 

その他の支出 - 

臨時収入 736,956,472 

業務活動収支 1,454,983,663 

【投資活動収支】

投資活動支出 1,408,321,521 

公共施設等整備費支出 769,560,502 

基金積立金支出 438,761,019 

投資及び出資金支出 200,000,000 

貸付金支出 - 

その他の支出 - 

投資活動収入 463,881,761 

国県等補助金収入 127,483,750 

基金取崩収入 335,372,830 

貸付金元金回収収入 511,181 

資産売却収入 514,000 

その他の収入 - 

投資活動収支 △ 944,439,760 

【財務活動収支】

財務活動支出 1,395,076,661 

地方債償還支出 1,395,076,661 

その他の支出 - 

財務活動収入 512,400,000 

地方債発行収入 512,400,000 

その他の収入 - 

財務活動収支 △ 882,676,661 

本年度資金収支額 △ 372,132,758 

前年度末資金残高 853,085,550 

本年度末資金残高 480,952,792 

前年度末歳計外現金残高 33,982,694 

本年度歳計外現金増減額 6,490,144 

本年度末歳計外現金残高 40,472,838 

本年度末現金預金残高 521,425,630 

科目
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全体財務書類 【様式第１号】

全体貸借対照表
（令和 6年 3月31日現在）

（単位：円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 76,565,400,476 固定負債 32,227,515,092 

有形固定資産 69,954,587,674 地方債等 20,346,361,492 

事業用資産 28,935,237,590 長期未払金 - 

土地 18,479,991,910 退職手当引当金 1,811,922,259 

立木竹 - 損失補償等引当金 - 

建物 32,284,353,561 その他 10,069,231,341 

建物減価償却累計額 △ 22,782,632,173 流動負債 3,443,913,414 

工作物 1,725,081,596 １年内償還予定地方債等 2,760,356,890 

工作物減価償却累計額 △ 1,210,616,904 未払金 305,616,560 

船舶 - 未払費用 - 

船舶減価償却累計額 - 前受金 - 

浮標等 - 前受収益 - 

浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 232,029,072 

航空機 - 預り金 40,472,838 

航空機減価償却累計額 - その他 105,438,054 

その他 - 35,671,428,506 

その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

建設仮勘定 439,059,600 固定資産等形成分 79,437,215,451 

インフラ資産 39,686,538,368 余剰分（不足分） △ 34,368,340,989 

土地 14,143,531,437 

建物 1,226,125,806 

建物減価償却累計額 △ 654,374,721 

工作物 44,228,232,870 

工作物減価償却累計額 △ 19,347,552,924 

その他 - 

その他減価償却累計額 - 

建設仮勘定 90,575,900 

物品 2,413,772,449 

物品減価償却累計額 △ 1,080,960,733 

無形固定資産 1,842,424,118 

ソフトウェア 47,516,054 

その他 1,794,908,064 

投資その他の資産 4,768,388,684 

投資及び出資金 42,669,667 

有価証券 - 

出資金 42,669,667 

その他 - 

投資損失引当金 - 

長期延滞債権 211,714,943 

長期貸付金 - 

基金 4,530,908,653 

減債基金 51,316,522 

その他 4,479,592,131 

その他 - 

徴収不能引当金 △ 16,904,579 

流動資産 4,174,902,492 

現金預金 907,184,430 

未収金 306,160,557 

短期貸付金 - 

基金 2,871,814,975 

財政調整基金 2,871,814,975 

減債基金 - 

棚卸資産 637,670 

その他 102,744,338 

徴収不能引当金 △ 13,639,478 

繰延資産 - 45,068,874,462 

80,740,302,968 80,740,302,968 資産合計

負債合計

純資産合計

負債及び純資産合計
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  【様式第２号】

全体行政コスト計算書
自　令和 5年 4月 1日

至　令和 6年 3月31日

（単位：円）

金額

経常費用 28,274,143,620 

業務費用 10,528,304,800 

人件費 3,665,883,324 

職員給与費 2,768,063,487 

賞与等引当金繰入額 230,696,072 

退職手当引当金繰入額 133,344,219 

その他 533,779,546 

物件費等 6,333,898,199 

物件費 4,084,014,178 

維持補修費 184,283,523 

減価償却費 2,065,600,498 

その他 - 

その他の業務費用 528,523,277 

支払利息 168,047,762 

徴収不能引当金繰入額 20,418,501 

その他 340,057,014 

移転費用 17,745,838,820 

補助金等 11,421,479,595 

社会保障給付 6,321,318,575 

他会計への繰出金 - 

その他 3,040,650 

経常収益 1,293,141,093 

使用料及び手数料 876,948,514 

その他 416,192,579 

純経常行政コスト 26,981,002,527 

臨時損失 223,472,631 

災害復旧事業費 - 

資産除売却損 223,253,623 

投資損失引当金繰入額 - 

損失補償等引当金繰入額 - 

その他 219,008 

臨時利益 13,307,446 

資産売却益 514,000 

その他 12,793,446 

純行政コスト 27,191,167,712 

科目
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【様式第３号】

全体純資産変動計算書
自　令和 5年 4月 1日

至　令和 6年 3月31日

（単位：円）

固定資産

等形成分

余剰分

（不足分）

前年度末純資産残高 44,732,118,552 80,544,637,039 △ 35,812,518,487 

純行政コスト（△） △ 27,191,167,712 △ 27,191,167,712 

財源 27,302,751,636 27,302,751,636 

税収等 16,135,991,247 16,135,991,247 

国県等補助金 11,166,760,389 11,166,760,389 

本年度差額 111,583,924 111,583,924 

固定資産等の変動（内部変動） △ 1,332,593,574 1,332,593,574 

有形固定資産等の増加 1,311,613,061 △ 1,311,613,061 

有形固定資産等の減少 △ 2,645,187,332 2,645,187,332 

貸付金・基金等の増加 615,480,742 △ 615,480,742 

貸付金・基金等の減少 △ 614,500,045 614,500,045 

資産評価差額 - - 

無償所管換等 225,171,986 225,171,986 

その他 - - - 

本年度純資産変動額 336,755,910 △ 1,107,421,588 1,444,177,498 

本年度末純資産残高 45,068,874,462 79,437,215,451 △ 34,368,340,989 

科目 合計
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  【様式第４号】

全体資金収支計算書
自　令和 5年 4月 1日

至　令和 6年 3月31日

（単位：円）

金額

【業務活動収支】

業務支出 26,203,867,272 

業務費用支出 8,460,087,093 

人件費支出 3,585,688,878 

物件費等支出 4,382,258,363 

支払利息支出 168,047,762 

その他の支出 324,092,090 

移転費用支出 17,743,780,179 

補助金等支出 11,419,420,954 

社会保障給付支出 6,321,318,575 

他会計への繰出支出 - 

その他の支出 3,040,650 

業務収入 27,467,325,635 

税収等収入 16,020,456,219 

国県等補助金収入 10,166,230,765 

使用料及び手数料収入 877,408,521 

その他の収入 403,230,130 

臨時支出 116,857 

災害復旧事業費支出 - 

その他の支出 116,857 

臨時収入 749,749,918 

業務活動収支 2,013,091,424 

【投資活動収支】

投資活動支出 1,393,089,448 

公共施設等整備費支出 875,232,583 

基金積立金支出 517,856,865 

投資及び出資金支出 - 

貸付金支出 - 

その他の支出 - 

投資活動収入 643,988,630 

国県等補助金収入 147,590,619 

基金取崩収入 495,372,830 

貸付金元金回収収入 511,181 

資産売却収入 514,000 

その他の収入 - 

投資活動収支 △ 749,100,818 

【財務活動収支】

財務活動支出 2,539,631,008 

地方債等償還支出 2,539,631,008 

その他の支出 - 

財務活動収入 879,000,000 

地方債等発行収入 879,000,000 

その他の収入 - 

財務活動収支 △ 1,660,631,008 

本年度資金収支額 △ 396,640,402 

前年度末資金残高 1,263,351,994 

本年度末資金残高 866,711,592 

前年度末歳計外現金残高 33,982,694 

本年度歳計外現金増減額 6,490,144 

本年度末歳計外現金残高 40,472,838 

本年度末現金預金残高 907,184,430 

科目
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中期財政計画に基づく取組み状況 

 

四條畷市では、現在の健全な財政を維持していくための指針となる「四條畷市中期財政

計画」を令和４年９月に策定しました。 

「未来へつなぐ、持続可能な財政運営の実現」の基本理念のもと、財政運営に関する３

つの基本方針を定め、現在の財政状況を保持するために「一般基準」と「弾力基準」の２

つの基準を設け、この基準を注視しつつ、堅実かつ柔軟な財政運営を行っていくこととし

ています。 

計画に掲げた基準値の取組み状況については次のとおりです。 

 

基本方針Ⅰ 収支均衡と弾力性を保つ財政構造の維持 

①実質収支 

一般基準：実質収支比率３％以上 

弾力基準：２年連続して実質収支比率が１.５％以下となる 

 

（表 19）実質収支比率  （％） 

年度 R4（参考値） R5 

実績値 5.0 3.0 

 

②経常収支比率 

一般基準：９５％以下 

弾力基準：２年連続して９８％以上となる 

 

（表 20）経常収支比率  （％） 

年度 R4（参考値） R5 

実績値 96.2 99.3 

 

基本方針Ⅱ 安定的な財政運営の実現のための基金残高の確保 

③基金残高 

一般基準：標準財政規模の１５％程度 

弾力基準：２年連続して標準財政規模の１０％以下となる 

 

（表 21）標準財政規模に対する基金残高の率  （％） 

年度 R4（参考値） R5 

実績値 19.7 22.3 
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基本方針Ⅲ 将来負担を見据えた市債の管理 

④実質公債費比率 

一般基準：６％以下 

弾力基準：２年連続して８％以上となる 

 

（表 22）実質公債費比率（3 か年平均）  （％） 

年度 R4（参考値） R5 

実績値 4.6 3.5 

 

⑤将来負担比率 

一般基準：２５％以下 

弾力基準：２年連続して５０％以上となる 

 

（表 23）将来負担比率  （％） 

年度 R4（参考値） R5 

実績値 △48.9 △49.5 
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資料編 

（平成１６年度～令和５年度） 
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